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コーポレート・ガバナンス
当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図ることをコーポレート・ガバナンスの基本方針
としています。その実現に向け、経営の透明性・公正性を高め、迅速な意思決定を追求するとともに、当社
社是に掲げる社会的価値の創造を通して、当社が重視する「お客様」「株主」「従業員」「取引先」「地域社
会・地球環境」の5つのステークホルダーの期待に応え続けていきます。

コーポレート・ガバナンス体制
（1）機関設計

当社は、会社法上の機関設計として、監査役会設置会社
を選択しています。カンパニー制のもと、各カンパニーの事
業環境変化に迅速に対応するため、監督機能（取締役）と業
務執行機能（執行役員）の分離を行うことを目的とした執行
役員制度を導入しています。

（2）取締役会の役割・責務
取締役会は、全社基本方針の決定や高度な経営判断、業

務執行の監督を行う機関と位置づけ、十分な独立性を有す
る社外取締役3名を選任することにより取締役に対する実
効性の高い監督体制を構築し、経営の透明性、公正性を確
保しています。

（3）取締役会の構成
当社は、取締役会の員数を15名以内としており、そのう

ち複数の社外取締役を選任することとしています。当社の

取締役会は、優れた人格・見識・高い倫理観を有し、かつ知
識・経験・能力を備えている取締役によって構成しています。
また、社外監査役を含む監査役全員が取締役会に出席する
こととしています。当社は、事業領域・規模に応じた適切な
意思決定を行うために、取締役会メンバーの多様性と適正
人数を保つこととしています。社内取締役に事業のトップで
あるカンパニープレジデントと豊富な経験・専門性を有する
コーポレートの統括役員を選任し、広範な知識と経験を有
する複数の独立社外取締役、専門性を備えた監査役を含め
て、多様性・規模の適正性・能力のバランスを確保し、取締
役会の役割・責務を実効的に果たしています。

（4）社外取締役
当社とは異なるバックグラウンドにおける豊富な経営経験

と専門的知見から助言および監督をいただき、当社の企業
価値向上に貢献いただくため、独立性の確保された社外取
締役を３名選任しています。特に当社が重点的に取り組みを
進めているグローバル展開、ビジネスモデル革新、CSR経営

の強化などの施策に対して、多様で客観的な視点から助言
を得ています。

（5）指名・報酬等諮問委員会
当社は、取締役会の機能を補完し、より経営の公正性・透

明性を高めるため、指名・報酬等に関する任意の諮問委員
会を設置しています。指名・報酬等諮問委員会は、経営陣幹
部の選解任、取締役候補の指名、取締役の報酬制度・報酬
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水準等、取締役会の実効性向上に係る事項、元代表取締役
社長等の顧問・相談役の委嘱や処遇等を審議し、取締役会
に意見の答申および助言を行います。指名・報酬等諮問委
員会は、過半数を独立社外役員とする5名の委員で構成し、
委員長は独立社外役員より選出します。

（6）関連当事者間取引
当社が、当社の役員や主要株主等との取引を行う場合

は、係る取引が会社や株主共同の利益を害することのない
よう、取締役と行う利益相反取引について、取締役会規則
において取締役会の決議事項として明示し、取締役会にお

いては、実際の個別取引にかかる承認または報告を通じて
監視を行い、監査役会においては「監査役監査基準」に則り
監査を行っています。

（7）取締役および監査役の研鑽
当社は、取締役および監査役がその役割･責務を適切に

果たすために必要な知識の習得・研鑽の機会を必要に応じ
て実施し､必要な費用等の支援を行う方針です。

コーポレート・ガバナンス

役員報酬
（1）報酬等の決定に関する方針

当社の取締役の報酬等は、基本報酬、賞与、株式報酬（社
外取締役を除く）、当社の監査役の報酬は基本報酬、賞与

（社外監査役を除く）により構成されています。基本報酬
は、役員報酬枠の範囲内で、取締役の役割と責任に応じた
一定額を支給し、そのうち一定額は役員持株会を通じて当
社株式の購入を義務づけ、株価を重視した経営意識を高め
ています。賞与は、全社業績やカンパニー業績、配当政策お
よびROE（自己資本利益率）に連動した支給基準に基づき、
報酬額が決定される業績連動報酬です。株式報酬制度は、
当社グループの中長期的な業績向上と企業価値の増大へ
の貢献意欲を一層高めることを目的として、取締役（社外取
締役を除く）の職務別に付与数を定めたインセンティブプラ
ンです。取締役が中長期的な企業価値向上に貢献した成果
を、退任時に株式価値に反映された株式で享受する仕組み
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基本報酬 賞与 株式報酬 ストック・オプション 計

対象人員 金額 対象人員 金額 対象人員 費用計上額 対象人員 費用計上額 対象人員 総額

取締役 10名 327 8名 182 8名 68 9名 1 10名 579

うち社外取締役 2名 24 — — — — 1名 0 2名 24

監査役 6名 78 2名 14 — — — — 6名 92

うち社外監査役 3名 28 — — — — — — 3名 28

2017年度役員報酬内訳 （金額：百万円）

（注） 1． 上記には、2017年6月28日開催の第95回定時株主総会の終結の時をもって辞任した監査役1名を含んでいます。
 2． 上記報酬等の額には、使用人兼務取締役に支給した使用人分給与賞与相当額142百万円を含んでいません。
 3． ストック・オプションは、2016年6月からの株式報酬制度への移行後、新たな付与は廃止していますが、過年度の付与分のうち、2017年度の会計処理上必要な費用計上

額を記載しています。

社外役員の独立性に関する基準
当社は、コーポレート・ガバナンスにとって重要である経

営の透明性・公正性を高めるには、社外取締役・社外監査役
は高い独立性を有していることが必要であると考えていま
す。当社は「社外役員の独立性基準」を定め、いずれかの要
件を満たさない場合は当社にとって十分な独立性を有して
いないものと判断しています。

取締役会実効性評価
当社は、指名・報酬等諮問委員会で取締役会の実効性や

改善点を議論するとともに、社外取締役と当社の経営陣、
社外監査役を含む監査役会および会計監査人それぞれと
の定期的な意見交換や、取締役会への出席率および各取
締役・監査役の発言状況などの分析により、取締役会の実

効性評価と向上を図っています。
取締役会では、適切な議題設定により十分な議論が確

保され、社外取締役を含めた取締役および監査役から活発
な意見提言が行われており、取締役会は、当社グループの
企業価値向上に寄与し、適切に機能していると判断してい
ます。

2017年度は、重要な経営課題として、成長戦略（R&D、
M&A・出資、大型新事業など）と基盤戦略（働き方改革、CS
品質など）を取り上げ、取締役会で十分な審議を行いまし
た。また、取締役会では十分な議論時間が確保され、社外取
締役を含む取締役や監査役から活発な意見提言が行われ
ていることを確認しました。取締役候補者の選定や個人別
評価・報酬等の額は、指名・報酬等諮問委員会で審議を行
い、取締役会ではその答申を受けて決定しました。指名・報
酬等諮問委員会は、代表取締役社長の後継者計画、取締役
会の構成、相談役・顧問規則の見直しなどの議題も含め、5
回開催しました。2018年度も重要な経営課題の審議をよ
り一層充実させ、取締役会として適切な意思決定を導くこ
とで、経営の透明性・公正性を確保したいと考えています。

にしており、より中長期的な株主価値との連動性が高くな
るよう設計しています。

（2）役員報酬の決定プロセス
当社は、役員報酬制度の目的を達成するため、取締役会の

諮問機関として、「指名・報酬等諮問委員会」を設置し、取締
役の報酬の仕組みと水準を審議し、個別報酬の妥当性を検
証しており、客観性・透明性のある手続きでなされています。

取締役および監査役の選任
取締役の選任については、経営理念や経営戦略を踏ま

え、過半数および委員長を独立社外役員とする指名・報酬
等諮問委員会において審議を行い、取締役会では諮問委
員会の答申を尊重して最終的な方針決定を行います。
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